
飼料で食の未来を創り、命を支え、笑顔を届ける

1

定刻となりましたので、ただいまより、フィード・ワン株式会社2025年3月期中間期決算説明会
を開催いたします。
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本日の進行についてご案内申し上げます。
本日は、常務の窪田より、会社概要とコア事業の特徴ならびに中間期決算概要についてご説明し、
次に、社⾧の庄司より、各事業の取り組みについてご説明いたします。
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4

当グループの事業内容は、畜産飼料事業、水産飼料事業、食品事業を中心に取り組みを行ってお
りまして、海外にも展開をしているグループでございます。
マテリアリティとして、以下の５つのものを定めております。
「おいしさのみなもと」から食のサプライチェーンを支える、飼料を通じて環境と社会の調和を
図る、人々の豊かな暮らしに貢献する、食の未来を創る人材を育成する、社会から信頼される組
織をつくる、この５つのマテリアリティを定めております。
「飼料で食の未来を創り、命を支え、笑顔を届ける」をパーパスに掲げ、安心安全な配合飼料を
製造し豊かで健康な社会づくりに貢献したいと考えている企業グループでございます。
主力の事業は、畜産飼料事業であり、それぞれ売上高、経常利益に占める割合は約8割となって
おります。
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主力の畜産飼料事業の特性についてご説明をします。

畜産飼料事業の特性は、輸入原料の価格変動のインパクトが非常に大きいというところが事業の特性になって

おります。

売上原価の9割を原料費が占めて、そのうち輸入原料が8割を占めるというビジネスになっております。配合飼料

の原料使用割合は、主原料であるとうもろこしが約5割となっております。とうもろこしの輸入原料価格は、シカゴ

のトウモロコシ相場、ドル円の為替相場、海上運賃相場の影響を大きく受ける特性がございます。

そのため、畜産飼料業界は四半期に1回、販売価格の見直しを実施させていただいております。

一方、輸入原料価格が上がって、畜産飼料販売価格が上がると、畜産生産者の経営にダイレクトに影響を及

ぼすため、（その激変緩和措置として）配合飼料価格安定制度というものがございます。こちらの基金にこの上

期、当社は、32億8,600万円を販管費として計上をしております。

5



6

配合飼料価格安定制度について、詳しくご説明します。

先ほどお話したとおり、輸入原料の急激な価格上昇が畜産生産者の経営に大きく影響を与えるということで、

（通常補填基金は）平時より、生産者と配合飼料メーカーで配合飼料価格安定制度に基づき基金に積立て

をしております。また、急激な上昇の場合は、（異常補填基金として）国とメーカーで同額の積立金を実施する

という制度になっております。

この基金から輸入原料価格の上昇割合に応じて、生産者に四半期に1回、補てん金が発動されて経営を安定

させる。そういった目的の激変緩和制度となっております。

2020年以降、円安や新型コロナウイルスのまん延、ウクライナ紛争等があり、輸入原料価格が急上昇し、ここ

数年、高額な補てん金が基金から生産者に発動されております。それもありまして、足元、基金の積立金は上

昇しています。配合飼料メーカーは、生産数量に応じて積立金を積む制度なのですが、配合飼料メーカーは1ト

ン当たり1,825円の基金を積んでいるという状況になっております。
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主力の畜産飼料事業の強みについてご説明します。

私どもは３つの強みがあると考えております。市場競争力、偏りのない販売、そしてシェアです。

市場競争力においては、まず、主原料の購買力ということで、主要株主である三井物産㈱との連携によって、競

争力のある原料を大量に安定的に調達ができるというところが第１点です。次に、北は北海道の釧路から南は

九州の鹿児島まで、全国に製造拠点を展開しております。13拠点、製造拠点を有して全国の生産者をカバー

しております。そして、ここが一番、当社の力の源泉だと思っておりますが、畜種ごとの専門性を有する社員を数多

く抱えていると、ここが当社の競争力の源泉だと思っています。

次に、偏りのない販売ということで、ご覧のように、鶏・豚・牛とバランスよく販売が行われております。地域の分散、

畜種の分散がありまして、最近、家畜伝染病で、鶏であれば鳥インフルエンザ、豚であれば豚熱等の家畜伝染

病がありますが、こういった分散が効いているということで、かなり影響は緩和されているというところです。

その結果、シェアについては、全農に次いで民間では第1位であり、10年前の経営統合から、毎年連続して販

売数量を伸ばし、この10年間で40万トン以上の販売数量の増加を果たしております。
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経 常 利 益 中 間 純 利 益
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中間期の連結決算の概要となります。

売上高は、販売数量は伸びましたが、（畜産飼料の）販売価格が低下したということもありまして、前年同期

比マイナス5.3%の1,482億円となりました。経常利益につきましては、前年同期比プラス20%の38億500万

円。最終利益につきましては、プラス55.4%の30億9,200万となりました。

通期予想に対する進捗率は、経常利益で進捗率60%。中間純利益で69%となっております。
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KPIの進捗状況についてご説明します。

今年度より、持続的な成⾧と資本コスト経営を意識して、５つのKPIを設定して取り組みをしております。

そのうち、３つについての進捗をご説明します。

販売数量は186万7,000トン。通期予想に対して、進捗率49%ということで、ほぼ計画通りに進行しておりま

す。

総投資額は6年間で600億円の計画をしておりますが、上期は、27億900万円、進捗率は5%となっておりま

す。

EBITDAにつきましては、通期予想103億円に対して、56億9,700万円、進捗率は55%となっております。
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投資の計画についてご説明します。

投資計画としては1stステージ、2ndステージの6年間で600億円。主に、飼料製造設備を中心に大規模な投

資を行っていく予定になっております。1stステージのこの3年間は、投資に向けた準備段階と捉えております。1st

ステージの後半から投資は加速していく予定でおります。

この上期の投資の内容は、ご覧のとおりとなっております。(2ndステージまでの)600億円の投資に対しての調達

方針ですけれども、必要な資金の約8割は営業キャッシュフローで賄いたいと考えております。
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EBITDAの増減要因になります。

前期で、上期48億5,900万円。今期が56億9,700万円。前期比プラス8億3,800万円となっております。畜

産飼料事業でプラス12億9,400万円となっております。基金の積み立てや販管費の増加がありましたけれども、

粗利の改善、それと販売数量増でカバーしております。水産飼料、食品事業については微減となっております。

上期の販管費合計は127億8,700万円、前年度比プラス18億700万円となっております。内訳は、配合飼

料価格安定基金の積立金でプラス7億8,900万円。運賃につきましては、販売数量の増加、単価の増加があ

りまして、プラス2億7,400万円。人件費についても、ベースアップを連続して行っておりまして、プラス3億1,700

万円。その他も増加しておりますが、これは、この4月に新基幹システムが無事に稼働を開始したということで、減

価償却費が増加しているというところになります。
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上期のバランスシートの状況です。

総資産は1,243億円。昨年度末比マイナス67億円。自己資本比率は42.3%となりました。主に、営業キャッ

シュフローは借入金の返済に充て、期末の現預金は94億6,300万円となりました。
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セグメント別の業績です。

（セグメント利益について）水産と食品は、前年同期を下回りましたけれども、畜産飼料では前年比プラス

34.5%、49億4,100万円となりました。

次ページ以降でセグメントごとのご説明をさせていただきます。
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畜産飼料事業の市況環境をお伝えします。

先ほどお話したとおり、畜産飼料の原料の約5割が輸入とうもろこしということになっております。為替は、円ドルの

為替は第2クォーターで若干の円高、シカゴ相場は軟調に推移したというところです。

とうもろこしの円貨ベースの輸入価格はご覧のとおり前年同期比17.7%の低下となりました。その結果、畜産飼

料販売価格も若干第2クォーターに値上げがありましたけれども、上期としては、前年同期比マイナス6.6%とな

りました。
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畜産事業のセグメント利益は49億4,100万円。通期78億円の予想に対して、進捗率は63%となりました。

収益力の強化と販売数量の増加、販売数量は、昨年の鳥インフルエンザや豚熱の影響から回復があり、前年

同期比プラス1.3%ということで、全国の畜産飼料販売数量の増加（プラス0.5%）を大きく上回る販売数量

を確保することができました。
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水産飼料事業はセグメント利益4億4,400万円。年間計画に対して、進捗率は44%となりました。水産飼料

の主原料は魚粉になりますが、配合の約4割が魚粉になります。魚粉価格は、前年同期比でプラス7%上昇を

しております。

これに合わせて、上期も販売価格の見直しをさせていただきましたが、これが想定以上に遅れたというところが、減

益の要因。もう１つは、販売数量が前年同期比マイナス1.3%。マダイ用の販売数量は非常に大きく伸びたん

ですが、海水温が非常に上昇したということで、前年同期マイナス1.3%の販売数量になったというところです。
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食品事業は、この中計3か年を収益体制の再構築と位置づけ、取り組みをしております。

セグメント利益は1,900万円、年間進捗率6%となっております。

左側が鶏卵部門、右側が豚肉部門です。この棒グラフが部門の利益を表しておりまして、黄色の折れ線グラフが

畜産物相場となっています。

これ（真ん中折れ線グラフ）は鶏卵相場です。これは逆数になっておりまして、下に行くと相場が上がる、上に行

くと相場が下がるというふうに逆、逆で示しております。ご覧のように、鶏卵価格の相場が下がると利益が出る傾

向にあります。

豚枝肉相場も上がると利益が減るという形で、利益と相場が逆相関なっております。特にこの上期は、豚枝肉相

場が過去例にない高騰をしました。750円/ｋｇぐらいまで上がったということで、この上期は、豚肉部門が大きな

赤字を計上してしまったというところです。

食品事業につきましては、相場の影響が出ないような販売価格、販売条件の見直しを現在取り組んでいるとこ

ろでございます。
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通期の業績予想は、期初予想を据え置きとさせていただいております。

セグメント別の業績の見通しです。

畜産飼料事業は、第3クォーターは価格改定に伴って、かなり厳しい競争激化を予想しております。水産飼料事

業につきましては、上期に価格改定を行いましたが、その効果が下期以降に発現すると見ております。食品事業

は、例年、畜産物相場は下期に下落して、収益が回復するという傾向があるのですが、足元では、鳥インフルエ

ンザ等のリスクが顕在化しつつありますので、食品事業は横ばいと見ております。

通期を通しては、期初予想通りということで据え置きとさせていただいております。
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まずこちらは、今年の5月の決算説明会でもご説明させていただいた当社の中期経営計画2026、そして⾧期ビ

ジョンになります。

当社はこの10年間、統合以来、成⾧を続けて飼料業界のリーディングカンパニーを名乗るにふさわしいポジション

まで何とか成⾧できたと思っております。ただ、昨今の、例えば社会情勢であるとか事業環境の変化は非常に急

激ですので、過去10年間の延⾧線上に今後10年の成⾧はないという心のもと、過去10年を第1フェーズ、そし

て、これから10年を第2フェーズとして、第3次中期経営計画の次を第4次とするのではなくて、この次の10年間

を第２フェーズとし、いろいろなことを見直して、最終的に2034年3月期の目標値、そして、そこから逆算をした

2027年までの3年の事業計画を策定しております。

その中で、最大のポイントというのは、先ほど窪田も説明したとおり、この１stステージ、2ndステージ合わせて、約

600億円、第2フェーズ通算で約800億円の大規模な投資の実現であります。

具体的には、製造設備、人的資本、畜水産DX、R&D、海外になりますが、主には、やはり製造設備に対して、

しっかりとした投資をしていかなければ、今後10年、そして20年、企業として成⾧して生産者に対して飼料を安

定的に届けられないという思いから、この計画を立てております。

ここからは過去10年の振り返り、今後10年の展望、それから各事業の取り組みということでご説明をさせていた

だきます。
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第1フェーズの軌跡でございます。

先ほど、窪田もご説明いたしましたが、統合当時335万トンだった販売数量。ちなみに、相場が上下しますから、

基本的には、飼料メーカーのバロメーターは、売上高ではなくて販売数量だと思ってください。これが10年経って

379万トンということで、約40万トン、パーセンテージにして13%伸ばすことができました。

一方で、10年前から全国の配合飼料の流通量というのは変わっていない中で、フィード・ワン株式会社のシェア

は13%から15%となり、民間企業ナンバーワンということで、リーディングカンパニーと名乗るにふさわしい結果と

なっております。

そして、この棒グラフがEBITDAですけれども、こちらも右肩上がりの傾向で伸ばさせていただいております。実際、

飼料の原料価格高騰で、一時的に収益が圧迫された年度（2023.3）もございますが、その翌年

（2024.3）には最高益を更新するなど、若干、（販売価格と原料価格の）マージンの圧縮からの回復には

時間がかかるということはございますけれども、ほぼ右肩上がりに伸ばしております。

そして、会社の健全性を示す自己資本比率、D/Eレシオ、こちらも統合当時は（自己資本比率は）32%、

D/Eレシオは1倍だったところが、若干の上下はありますけれども、こちらも改善方向に向かっております。
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続きまして、第2フェーズの見通しでございます。

こちらは、今後の日本の畜水産業、我々の配合飼料業界はどうなっていくのかということについてまとめております。

まず、公的な見込みとしては、インバウンド需要の増加や畜水産物の輸出の活性化、高齢者を含む日本人の

肉の嗜好、それから陸上養殖への参入の企業の増加、こちらはプラス要因となっております。一方で、引き続き日

本の少子高齢化、人口減少に伴う胃袋の減少とともに、担い手となっている農家戸数の減少、こちらはマイナス

の要因でございます。これらを総じて、配合飼料の流通量は、ほぼ横ばいで推移すると我々は予測しております。

一方で、配合飼料業界のリスクや課題についてまとめてみました。

まず、飼料原料の価格高騰あるいは供給不安。家畜伝染病、養殖環境の悪化に伴う対象動物の減少、飼

料工場の老朽化の進行、資材価格高騰による建設コストの上昇、生産者の大規模化、顧客ニーズの高度化、

技術のグローバル化やDX対応、人材不足があると思います。

それに対抗するためには、事業成⾧に向けた投資ができる会社が生き残り、成⾧していくと我々は捉えています。

それを踏まえて、フィード・ワングループの強みを生かした成⾧は、どういうところにドライブがあるのかというと、民間

企業ナンバーワンの生産体制と販売ネットワーク、原料購買力、財務基盤、そして研究開発体制が挙げられま

す。

もう一つ、食品事業を自社で持っていること。畜水産販売を通じて、例えば、ブランドの畜産物をつくるような取

組ができて、お客様と一緒に進めること、そういったことが我々の強みとなっておりまして、これらを通じて、過去10

年を上回る成⾧を図っていきたいと思っております。
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それぞれの事業について取組みをご説明いたします。

まず主力の畜産事業ですが、ラインナップ充実、それから環境配慮型飼料の開発、それからDX、こちらの3項目

について、具体的な説明をさせていただきます。

まず、当社が去年から今年にかけて、マーケットに上市した新しい製品、ワンアップ肉牛育成というものがございま

す。肉牛というのは当たり前ですけれども、鶏肉、豚肉、牛肉で比べて一番飼育期間が⾧いです。子牛を大体

20カ月ぐらい育てるとして、その20カ月を19～18カ月にすることというのが、生産者に対してのメリットが非常に大

きく出ることになります。

ただ、子牛期の飼料というのは非常に難しくて、早く成⾧させたければ、高栄養のものを与える。ただそうすると、

消化器系の発育が追い付かないので、最後伸び悩んでしまいます。大人になってからちゃんと胃ができてなければ、

最後の伸びがないということで、なかなか難しいものだったのですが、我々は、高栄養かつ胃袋の成⾧を助けるよう

な成分を入れることで、⾧距離走でいえば、スタートダッシュもラストスパートもできるような飼料を開発し、非常に

好調に売れております。

２つめの、ノリノリポーク。こちらは、今年の夏に行われました名古屋での国際養鶏養豚展示会、その頭文字を

とってIPPSと言ってるのですが、この展示会の来場者による投票があり、IPPSAWARD２０２４を受賞しまし

た。

どういった製品かといいますと、最近、日本でシェアを高めている豚というのは、実は、ヨーロッパの原産の品種が多

いのですが、成⾧が早い一方で、赤身が多く脂が乗らないといった課題があります。消費者的には良いことのよう
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に聞こえますが、実は、脂がしっかり乗っているほうが豚肉の格付けが高くなります。赤身だけだと肉はたくさん取れ

るかもしれないのですが、肉質の点で、単価が非常に下がってしまいます。これをヨーロッパ系の豚でもしっかり成⾧

をそのままに、背脂肪をしっかり厚くするというこの二律背反のことがしっかりできた飼料がノリノリポークでございます。

こちらも発売以来、非常に注目を集めて、今、販売数量が伸びている商品でございます。

次に、メタンの話ですけれども、牛のげっぷが非常に地球温暖化に悪影響を与えるメタンをたくさん含んでいるという

ことは、もうかなり知られていることかと思います。実は、この牛から出てくるメタンをしっかり測定する装置というのは

非常に大がかりで、1頭を部屋に閉じ込めて、そこの中の空気を測るということしか正確に測りようがありませんでし

た。巷に出ている、いろいろなそのメタンを低減する素材というのはありますが、正確に測れないので、どれだけ減っ

ているのかという検証ができませんでした。

当社はまず、しっかり測定技術を確立しようということで、研究所にこのGreenFeedという機械を導入しました。非

常にコンパクトな飼料の槽と測定器がついているだけのものなのですが、こちらでしっかりメタンを測り、実際に部屋

で測っているのと遜色ないレベルの測定精度の調査結果を、日本畜産学会第132回大会で発表しております。

これによって、我々は研究所の農場でどのような餌でどのぐらいのメタンが低減できるかということが、かなり詳細に分

かる手段を手に入れました。

もう１つ、我々が目指しているのは、単にメタンを低減させるということではありません。メタンというのはご存知のとお

り、炭素を含んでいます。これが、例えばメタンを低減したからといって、二酸化炭素になるのでは意味がなく、家畜

の成⾧に資する栄養価に変えることができれば、生産者の利益にも繋がります。

実は、今までのメタンの低減というのは、生産者の成績改善にはつながっていないので、そういった素材を買うお金

というのは農家のコストアップになっていました。それを、やはり生産者に使ってもらう飼料にするためには、これでメタ

ンを栄養物に変えてミルクをたくさん出すと、そういったコンセプトにしなければ、我々飼料メーカーとしては意味がな

いと考えております。メタンの測定精度の向上の次は、飼料製品に向かっていくと我々は信じて、今、研究を続け

ております。

続きましてDX。詳しくは、今日の資料の33ページに書いてありますが、一言でいうと、牛の突然死を防ぐシステム

です。肉牛は、最後出荷前、太ってくると寝ているあいだにガスが溜まって、気管を圧迫して窒息死をするということ

が、ある一定の確率で起こってしまいます。

それを防ぐために、肉牛の生産者の方は畜舎の見回りをしています。それでも死んでしまうと、牛1頭100万円以

上の損失になってしまいます。（BUJIDASは）これを防ぐために、畜舎にカメラとスピーカーを付けています。カメラ

でまずAI処理をして、そういった危険兆候のある牛をしっかり判断します。そこに対して、ある音を出すと、牛が頭を

もたげて、そこでげっぷが抜けると牛は死の兆候から逃れますが、なおかつ起きない牛は非常に危ないので、その場

合は、ベルシステムが生産者に直接電話して、何号棟のどの牛が危ないということを伝えてくれます。

その結果、その畜舎に行って牛を起こすということで、牛の命を救う。これによって、100万円単位のお金を失うリス

クと生産者が見回りに行く時間と手間、これを省くことができるということで、我々のお客様に対して、この導入を一

緒にサポートしているということでございます。
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続きまして水産飼料事業です。

我々は、「サステナブルな次世代養殖を造り上げる」と、この次世代養殖に対する、３つの切り口についてご説明

いたします。

１つ目、無魚粉飼料の販売です。水産飼料の主原料は、魚粉で約40～50%の使用量でした。養殖魚という

のは、魚粉を入れなければ食べない。そして、食べてもちゃんと成⾧しないということで、魚粉以外のタンパク質を

入れても、なかなか養殖業者は振り向いてくれませんでした

ところが我々は、この無魚粉飼料のサステナZEROで摂餌性と成⾧性の２つを両立しました。なおかつ、今、魚

粉が高騰している状況ですので、魚粉が入っている餌よりも競争力がある価格で上市したことによって、これが爆

発的にヒットしまして、経営統合以来、最大のヒット、上半期は（前年対比）172.5%、フィード・ワン株式会

社は、元来マダイが得意なのですが、非常に多くの方々にこれを取り入れていただいております。

これによって、当社の魚粉の使用量は（22年3月期の）45%から39%弱まで下がっております。魚粉に頼らな

いということは、もちろん魚粉の今後の高騰に対するコスト競争力の維持ということもありますし、もっと広い意味で

は、水産資源の保護という意味でも、非常に意味のある取り組みで、これをマダイだけではなく、淡水魚あるいは

ブリに向かって進めていくというのが今の水産飼料の方向性です。

次に、補償成⾧。こちらは一言でいうと、人間のダイエット後のリバウンドのようなものでございます。養殖事業では、

例えば水温が高かったりしたときに、一時的に餌を止めてしまうということがあるんですけれども、その後、その餌を

止めた後でも、最終的に同じぐらいの成⾧になるということが業界の噂でございました。
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ただ、それは、技術としては全く確立していなかったのですが、当社は、これに着目して技術として確立しようと試み

ております。具体的に、どのぐらいの季節にどのぐらいの期間止めて、どのぐらいの餌を与えれば、最終的に同じ成⾧

になるかということを研究所で試験をして、給餌量はなんと24%節減、増肉係数、これは餌単位数量当たりでど

れだけ肉（増体）ができるかという係数で、低いほうがそれだけ餌が少なくて済むというものなのですが、これも

35%改善しました。

これは、まだまだ技術として確立途中でありますが、水産養殖業界から高い注目を浴びて、今、10万尾以上の

ロットで試験をしています。そこで、非常に興味深いデータが出てきておりますので、将来的にこれが技術として確

立されれば、当社だけではなく、水産業界全体にとって、養殖魚の供給量が上がって、魚の消費量が増えるような

ことにもつながる技術だと思っています。

続きまして、昆虫タンパクです。これは、かなり新聞紙上でも注目されておりますが、残念ながら、水産飼料、畜産

飼料においては原料価格としての費用対効果が見合わず導入が進んでいないのが現実でございました。

当社は、ある昆虫タンパクのサンプルを使いながら実験をしていたところ、養殖魚の表面に粘液がたくさんできるとい

うことを注目しております。この魚の体表粘液というのは、基本的に寄生虫や病原体から体を守るバリアだと言われ

ているので、最近、高水温で頻発している寄生虫問題やあまり今まで例がなかったような病気の問題に対して、も

しかしたら抵抗力が出てくるかもしれないということで、今、試験をしています。

どれも直接的に当社がすごく儲かるという話よりも、水産養殖業界全体を支える技術で、これからの次世代養殖

を支えていきたいと考えております。
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続きまして、食品事業です。

豚肉部門、鶏卵部門ともに、相場が上がると収益が圧迫されるという状況です。まず、見通しとして、上期は相

場が高かったのですが、この下期に向けては供給不足が落ち着いて、平年並みの相場に推移すると考えておりま

す。ただ、相場に左右されない販売方法として、我々が相場リスクを取らないような仕組みを、今、交渉しており

ます。

豚の副産物として、内臓系のものが出てきますが、こちらは相場ではなく一定価格で買うことができますので、これ

を使った加工品、比較的利幅が取れるようなもの、特に、冬はモツ鍋のような商品がございますので、こういったも

ののシェアを高めて、何とか収益力を高めていきたいと考えております。

鶏卵部門につきましては、上期の相場は安定推移していましたけれども、下期から、そもそも卵の需要期であると

ともに、鳥インフルエンザも、今年何件かもう既に出ておりますので、非常に相場の上伸が懸念されるところでござ

います。

我々は、上期に仕入れ先を広げて、なるべくこういった品不足、需要増加に備えた販売体制をとっておりますので、

これから先に、ある程度の相場の高騰であるとか、あるいは供給逼迫が起きたときでも、しっかりお客様に届けられ

るような体制を、今、作っております。

もう１つ。このマジックパールという味付けゆで卵なのですが、こちらはスーパー、コンビニのPBを除けば、自分たち

で名前を付けているブランド商品としては、日本でナンバーワン。年間約4,000万個売っています。

今まではどちらかというと、駅売店、コンビニで売っておりましたが、ゆで卵はだんだん消費者が自分で作らなくなり、
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ゆで加減の良い美味しいゆで卵を買う文化になっておりまして、外食とか惣菜とかラーメン屋とか、いろいろなところ

に販路を広げております。そのため、盛岡の工場（現工場）が手狭になりましたので、生産能力150%の新工

場、こちらが2025年3月完成予定でございます。
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次に、グループ経営の高度化ということでお話をさせていただきます。

当社は、2025年3月期、道北協同飼料販売株式会社（飼料販売会社）につきましては、パートナーから株

式を追加取得して、持分法適用から子会社にしました。

有限会社東北グローイングという、採卵鶏（卵を産む鶏）のひなを作る会社を持っていたんですけれども、こちら

は一部株式を売却して、持分法適用から除外しました。

マグロの完全養殖をやっていました株式会社極洋との合弁会社、極洋フィードワンマリン株式会社は10月をもっ

て清算結了いたしました。

完全子会社の苫小牧飼料株式会社と東北飼料株式会社は来年4月に吸収合併を予定しております。

2016年3月期に42社あった関係会社は、来年の4月には30社ということで、だいぶ数を減らしております。

基本的な方針としては、まず、不採算・ノンコア事業からは撤退する。それから、コア事業の飼料販売会社につい

ては、マジョリティをとって子会社化するというような基本方針でガバナンスを強化し、経営を効率化するということ

を進めております。
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28

人的資本への取り組みについてご説明させていただきます。

当社の今後の10年を支えるのは、設備投資もありますけれども、何といっても人、人材がしっかり10年間、希望

を持って働いてくれるということが一番だと思っております。そのために従業員エンゲージメントの向上に向けた取り

組みとして、過去2年、物価上昇率を上回るベースアップを行っております。

それから、全国に拠点が多い会社なので、どうしても転勤は伴います。その中で安心して転勤ができる、あるいは

ライフイベントがあった場合に、一定期間転勤をしなくていいといったような複線的な人事制度を導入しまして、従

業員の満足度を高めています。

それから、この従業員持株会の会社サポートの引き上げであったりとか、もしものときの家族の安心であったり、こう

した施策を打ちながら、好きな会社、働き続けたい、やりがいがあるという会社にしていきたいと考えております。

ちなみに、今年の従業員エンゲージメント調査で、「会社が好き、どちらかといえば好き」というのが85.9%。「働き

がいがある、どちらかといえばある」というのが77.9%と比較的高い数字になっておりますが、更なる改善を目指し

て経営として頑張っていきたいと思っております。
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29

ガバナンスの強化についての取り組みです。統合後10年ですけれども、取締役会における中⾧期的課題に向け

た議論および監督機能の強化ということで、ここでは２点ご説明させていただきます。

まず１点目。今年の6月に監査等委員会設置会社に移行しました。この結果、取締役は社外6名、社内4名

となりました。

目的として、取締役会の監督強化とそれから経営の意思決定迅速化ということでございますが、具体的に、その

経営の意思決定の迅速化ということで言いますと、取締役会の付議基準を見直しまして、重要度が低かったり、

あるいはもう議論の論点がないものについては、執行に権限を委譲して、よりスピーディーな意思決定を図るよう

にいたしました。

それを担保するためには、会社のことを社外取締役の方にもよく知ってもらわなければいけないということで、経営

会議などの重要な会議には全てオブザーバー参加を基本していただいておりますし、工場などの現地視察、こちら

は、我々の施設だけではなくてお客様のところにも行っていただいたりしております。そういったことでフィード・ワン株

式会社のアクティビティをより詳細に知っていただくことが大事だと思っております。これらを踏まえて、社外取締役の

期間に実効性評価アンケートをやっていただいて、PDCAを回しながらガバナンスの強化を図っております。

そして、もう１つ。役員の業績連動報酬に関しては、これは改正が遅れていたのですが、今年から、この中計から

ということで、今までは、短期も中期も中期経営計画の連結経常利益に連動していたものを、しっかり会社の10

年後のビジョンに基づいて、短期であればEBITDA、ROIC、さらに⾧期においては、従業員エンゲージメントや、

CO2の削減などにリンクをさせる。また、金銭報酬と株式報酬も一定の割合でしっかり株式報酬を増やす形で、
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⾧期ビジョン達成に必要な人材を確保、維持できる報酬水準と設計していくということでございます。
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少しCSRに触れさせていただきます。

牛乳の消費拡大と社員の健康増進ということで、牛乳は飲み放題にしております。

本社のみならず、北海道マラソンなど、地方のイベントに対しても、支店の従業員が地域社会との共生を目指し

て積極的に参加をしております。

特別授業は、今回は持続可能な水産資源の利用ということで、生徒さんと一緒に考察しております。

こども参観日。一昨年は本社で、今回は鹿島地区でやっていますけれども、子供たちに参加していただいて、父

親、母親の仕事をしっかり体験していただいております。

30



31

最後に配当方針です。

先月ですけれども、配当性向25%達成方針のもと、年間配当予想を1株あたり29.5円に修正させていただき

ました。今期、先ほどの説明にありましたとおり、実は、飼料安定基金が去年から今年に向けて、15億円程度負

担が増える見通しから業績予想が不透明なところもありましたが、ここにきて業績予想通り45億円が確保できる

という見通しのもと、その配当性向25%ということで29.5円に修正させていただきました。

ちなみに、先ほどの説明でもありましたが、トータルのキャッシュアロケーションとして、この6年間で営業キャッシュフ

ロー600億円以上プラス、借入もしますが、政策保有株の売却など、そういった遊休資産の売却によってキャッ

シュインが望めますし、それで600億円ぐらいの投資を賄いながら、配当をこれからも続けて、安定的、段階的な

増配を目指すという体制にあると考えております。

実際に、配当も継続的に上昇はしておりますが、経営としては更なる上昇に繋げたいと考えております。私からの

説明は以上でございます。ご清聴ありがとうございました。
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